
令和８年度当初予算

【宿泊税基金充当】

款：教育費　　項：大学費　　目：大学費　　　　　　
担当課 高等教育担当

（単位：千円）

内　　　　容 要求額

広島県公立大学
法人運営費交付
金【一部新規】

【標準運営費交付金】
　～県立広島大学及び叡啓大学の標準的な業務運営に要する経費
　 ・人件費、教育研究費、一般管理費、学生支援経費等

【特定運営費交付金】
　～特定の期間に限定される事業や年度で所要額が変動する事業等に要する経費
　 ・高等教育の修学支援新制度（入学金・授業料の減免）
　 ・退職手当
　 ・HBMSにおける観光人材の育成に向けた新カリキュラム開発等【新規】
　　　※HBMS･･･県立広島大学大学院経営管理研究科

5,029,339 

【若者減少対策～県内大学等との連携による魅力発信等】
　・県内大学等と連携した県外での大学説明会の実施
　・SNS・広島県大学情報ポータルサイトを活用した県内大学で学べる学問分野や
　　学生生活等に係る情報・魅力の発信　等

16,634 

【県内大学等との連携によるデジタルリテラシー教育の推進】
　・県内大学等へのデジタル関連教材の提供、専任教員の派遣
　・公開講座の開催

35,141 

小計 51,775 

合計 5,081,114 

財　　　　源　　　　内　　　　訳

支出科目

事業名 高等教育推進費(一部国庫)【一部新規】

目　的

　県立広島大学及び叡啓大学において、これからの社会で必要となる資質・能力を有する人材の育成に取り組むとと
もに、大学進学時における転出超過の改善に向け、県内大学・短大等との連携を強化して魅力発信等に取り組む。

事業説明

　対象者

広島県公立大学法人（県立広島大学・叡啓大学）、県内大学・短大等

　事業内容

大学の魅力づく
り推進事業

成果目標

事業費　（単位：千円）

事 業 費 国　庫
支出金

分担金・
負担金

使用料・
手数料

財産収入 繰入金 諸収入 県債 一般財源

要 求 額 5,081,114 55,404 0 0 0 15,332 118 0 5,010,260

前 年 度
当 初 予 算 額

4,848,580 85,262 0 0 0 0 118 0 4,763,200

※国庫支出金のうち、物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金（49,068千円）、地域未来交付金（6,336千円）

○ビジョンの施策領域：教育
○取組の方向：高等教育の充実
○事業目標
 ・県内大学等合同説明会の参加者数　（R6実績）―　（R8目標）200人以上



令和７年度２月補正

款：民生費、教育費
項：児童福祉費、教育総務費
目：児童福祉総務費、私学振興費

担当課 学事課、安心保育推進課

端末・備品等購入費及び通信環境に係る整備費等に対する支援を実施する。

（単位：千円）

内　　　　容 要求額

［環境県民局所管分］
　私立幼稚園、幼稚園型認定こども園：24園
　※補助率1/2 
　補助上限額750千円/園（7学級以上）、500千円/園（6学級以下）

14,250 

［健康福祉局所管分］
　幼保連携型認定こども園：39園
　※補助率1/2 
　補助上限額750千円/園（7学級以上）、500千円/園（6学級以下）

29,250 

合　　　　計 43,500 

財　　　　源　　　　内　　　　訳

支出科目

事業名 幼稚園等のデジタル環境整備支援事業（国庫）

目　的

　保育DXを促進し、幼児と向き合う時間を確保するためのデジタル環境の整備に係る費用の支援を行う。

事業説明

　対象者
　幼稚園、幼稚園型認定こども園、幼保連携型認定こども園を設置する学校法人、社会福祉法人、市町

　事業内容

幼稚園等のデジタル環境
整備支援事業

成果目標
〇　事業目標：幼児教育の質の向上を図るために必要なデジタル環境の整備

事業費　（単位：千円）

事 業 費 国　庫
支出金

分担金・
負担金

使用料・
手数料

財産収入 繰入金 諸収入 県債 一般財源

要 求 額 43,500 43,500 0 0 0 0 0 0 0

現 計 予 算 額 0 0 0 0 0 0 0 0 0



令和８年度当初予算

要求額

支出科目 款：教育費　  項：教育総務費　  目:私学振興費　　　　　　
担当課 学事課

(単位：千円)

財　　　　源　　　　内　　　　訳

事業名 私学振興補助金（一部国庫）【一部新規】

目　的

　多様化する県民ニーズに対応できる教育機会を提供するため、私立学校の個性豊かな特色ある教育の推進を支援すること
により、私学教育の振興を図る。

事業説明

　対象者
　学校法人等

　事業内容

　私立学校の経常的な運営費や耐震化工事に対する補助、授業料の軽減など、学校法人等に対し助成を実施することによ
り、個性豊かな特色ある私学教育を支援する。

区　　　　　　　　分 内　　　　　　　　容

1 経常費補助金【一部新規】
私立学校の経常的な運営費に対する補助
（専門学校に対する補助【新規】）

2
私立高等学校等就学支援総合対
策事業

私立高等学校等の生徒のいる世帯に対する授業料や学資
負担が困難な者に対する授業料・入学金の減免相当額等
を補助

3
私立小中学校就学支援総合対策
事業

私立小中学校の生徒のいる世帯で学資負担が困難な者に
対する授業料の減免相当額を補助

4 私学共済掛金補助金 私学共済の長期掛金の8/1,000を補助

5 退職金掛金補助金 私立学校退職金掛金の20/1,000を補助

6
私学振興資金利子補給事業補助
金

私立学校の耐震改修等に係る借入に対して利率1％相当を
補助

7 連盟等補助金【一部新規】
連盟主催の研修会等に対する補助
（幼稚園の人材確保事業に対する補助【新規】）

8
私立学校耐震化緊急促進事業費
補助金

私立学校が実施する耐震化事業に要する経費の一部を補
助

9 幼児教育の無償化 幼児教育の無償化の実施に要する経費の一部を負担

10 高等教育の修学支援新制度
私立専門学校における授業料等減免に要する経費の一部
を負担

11
私立専門学校「職業実践専門課
程」推進補助金

私立専門学校が「職業実践専門課程」として認定を受け継
続するために必要な経費を補助

12
授業目的公衆送信補償金補助事
業

私立学校設置者に対して、オンライン授業等で著作物を利
用するために要する経費を補助

13 私立幼稚園の教員等確保支援補助金
私立幼稚園における教員等の人材確保の取組に要する経
費を補助

14 医療的ケア看護職員配置事業【新規】
各私立幼稚園における医療的ケア看護職員の配置に係る
費用を補助

成果目標

○ 事業目標 ：私立高等学校の募集定員に対する入学者数の割合
　　　　　　　 （R6実績）R7.4.1時点 96.6%　（R8目標）R8.4.1時点以上

事業費　（単位：千円）

事業費 国　庫
支出金

分担金・
負担金

使用料・
手数料

財産収入 繰入金 諸収入 県債 一般財源

要　求　額
（債務2,030

30,280,459 12,737,319 0 0 0 0 979 6,100
2,030）

17,536,061
前　年　度
当初予算額

（債務19,657

23,238,534 8,575,434 0 0 0 0 1,304 8,200
19,657）

14,653,596

（債務2,030）

30,280,459



令和７年度２月補正

款：衛生費　  項：環境保全費  　目：自然環境対策費　　　　　　　　　
担当課 自然環境課

（単位：千円）

内　　　　容 要求額

西中国山地
国定公園

（三段峡）

国の経済対策を活用し、国定公園が安全・快適に利用できるよう、三段峡歩道の
安全対策を講じる。
【事業箇所】西中国山地国定公園三段峡（安芸太田町横川）
【事業内容】歩道法面の落石対策工事

10,890 

財　　　　源　　　　内　　　　訳

支出科目

事業名 国定公園等整備事業（一部国庫）

目　的

国定公園内において防災・減災や安全対策を推進し、安全で快適な利用を促進する。

事業説明

　対象者

県民

　事業内容

成果目標

事業費　（単位：千円）

事 業 費 国　庫
支出金

分担金・
負担金

使用料・
手数料

財産収入 繰入金 諸収入 県債 一般財源

要 求 額 10,890 4,900 0 0 0 0 0 5,900 90

現計 予算 額 170,000 76,500 0 0 0 0 0 93,500 0

○事業目標　：自然公園等施設の魅力向上
○ワーク　　：98　自然環境と生物多様性の保全の実現
○ワーク目標：自然公園等利用者数（R1実績）9,642千人　（R6実績）8,271千人　（R7目標）R1実績より増加　



令和７年度２月補正

※国庫支出金のうち、物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金（1,408,000千円）

款：衛生費　 　項：環境保全費　 　目：環境保全総務費
担当課 環境政策課

（単位：千円）

スマートハウス普
及促進事業

○断熱窓改修への支援
・家庭のエネルギー費用の負担軽減とともに、冷暖房の効率を
  高め、エネルギー利用の合理化・効率化を図るため、
　国の「先進的窓リノベ2026事業」に上乗せ補助を実施し、
  断熱窓への改修を支援
　 【補助上限額】90千円 【補助率】国補助金 の1/3以内
　 【補助対象】  県内住宅で国庫補助金（先進的窓リノベ
　　　　　　　　 2026事業）の交付を受けたもの

860,000 

中小企業省エネル
ギー設備導入支援
事業

○省エネ設備等の導入支援
・企業の具体的な取組実践に繋がる省エネ設備等の導入を支援
　 【補助上限額】 5,000千円　【補助率】 1/2※
　  ※省エネ診断等に基づく設備導入には、補助率2/3

548,000 

合計 1,408,000

財　　　　源　　　　内　　　　訳

支出科目

事業名 中小企業・家庭向け省エネ対策重点支援事業（国庫）【新規】

目　的

　物価高騰（エネルギー価格高騰）の影響を受ける県民・事業者の負担軽減と、2050年ネット・ゼロカーボン社会の
実現に向けて、家庭や中小事業者等における省エネルギー対策を推進する。

事業説明

　対象者

　県民・中小事業者

　事業内容

内　　　　容 要求額

成果目標

事業費　（単位：千円）

事 業 費 国　庫
支出金

分担金・
負担金

使用料・
手数料

財産収入 繰入金 諸収入 県債 一般財源

要 求 額 1,408,000 1,408,000 0 0 0 0 0 0 0

現 計 予 算 額 0 0 0 0 0 0 0 0 0

○ ビジョンの施策領域　：環境 
○ 取組の方向　　　　　：ネット・ゼロカーボン社会の実現に向けた地球温暖化対策の推進
○ 事業目標            ：断熱窓改修によるCO2削減量　　　 （R6実績）－ （R8目標）1,260t
　　　　　　             省エネ設備等導入によるCO2削減量 （R6実績）－ （R8目標）3,000t

【先進的窓リノベ2026事業】

　窓の断熱改修により住宅の脱炭素化を促進することを目的とした、環境省主導（経済産業省・国土交通省連携）の

　補助事業であり、高性能な断熱窓への改修費用に定額補助を行う（最大100万円／戸、補助対象額の50％以内）。

【省エネ診断】

　専門家がエネルギー使用状況を調査し、運用改善や設備投資による削減策を提案するサービス


